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（出所：ルネス花北資料） 
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３．乳幼児期の発達支援の仕組み 

 乳幼児の発達相談の場として、保健所で行われている以下の事

業に必要な職員を派遣し対応している。 
 ・発達クリニック（医師） 
 ・心理相談（心理士） 
 ・育児教室（保育士） 
 また、「（発達上）ちょっと気になる子」への敷居の低い支援とし

て、相談支援センター「ぱっそ・あ・ぱっそ」（イタリア語で「一歩

一歩」の意。場所：姫路市中央保健センター）を開設した。月～金

の 9:30～17:00 まで開設し、現在は月 200 名程度が利用。ルネス花

北地域支援部職員が対応している。 
 「めだか相談室」（場所：保健所）は、ルネス花北、姫路市保健

所、姫路市保育課、兵庫県姫路児童相談所の協働体制により開設

している。育児相談の場を提供するとともに、関係諸機関の連携

の場となっている。 
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（出所：ルネス花北資料） 
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４．学校教育との連携 

 姫路市立総合教育センター（旧・相談支援センター＋少年愛護

センター、旧・教育支援所を統合）にて、学齢期の発達相談を実

施し、姫路市立総合教育センターは、相談・指導・発達支援の二

次機関（三次機関がルネス花北）として位置付けている。ルネス

花北はそこに職員を派遣している。 
 学校との連携はまだまだ課題を抱えている。しかし、個別の先

生からの支援の要請は増えており、このような要請には、午後５

時以降対応するようにしている。このような「支援」は、最近増

えてきている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （出所：ルネス花北資料） 
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（出所：ルネス花北資料） 
 
５．まとめに代えて 

 ルネス花北は、「ぱっそ・あ・ぱっそ」という「敷居の低いアク

セスポイント」や、「めだか相談室」、「姫路市立総合教育センター」、

「保健所・保健センター」への職員の派遣や教員への個別の支援

など、専門的な支援を非常に積極的に行っており、そういう意味

では、発達支援のセンターとしては、学ぶべき点は多い。 
 しかしながら、他の地域で同じことを実施するのは難しい部分

もある。平成 23 年度のルネス花北全体の施設管理運営経費の予算

額は、約 6 億 4 千万円。平成 22 年度の同経費の決算額は、約 5
億 9 千万円。平成 21、22 年度 2 か年のセンター施設整備費は、
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約 11 億円（主な財源は合併特例債）とのことである。また、「中

核市」姫路市は、市立病院を持っておらず、その分、リソースを

振り向けることができるという部分が大きいとのことである。 
 そういう意味では、ルネス花北の支援の取組みのうち、「身の丈

に合った」ものを取り入れていくことが、他都市にとっては必要

であるといえよう。 
 
参考文献 
宮田広善(2011)「自立支援協議会と地域ネットワーク』加藤正仁・

宮田広善監修・全国児童発達支援協議会編『発達支援学：その理

論と実践―育ちが気になる子の子育て支援体系―』 
厚生労働省(2011)「障害保健福祉関係主管課長会議資料」（平成 23
年 10 月 31 日） 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/s
hougaishahukushi/kaigi_shiryou/dl/20111101_02.pdf 
（平成 24 年 2 月 28 日最終アクセス） 
姫路市総合福祉通園センター・ルネス花北(2010)『事業概要 平成

22 年度版』 
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高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告  

 

高岡市発達障害支援ネットワーク研究会 

 

１．はじめに 

 近年、発達が気になる、あるいは明らかに発達障害が認められ

る子どもが増加しているとともに、障害がないと思われている子

どもの中にも、潜在的に発達障害を抱えている場合があり、その

早急な対策が必要となっている。 

 発達障害は早期発見、早期支援により、円滑に社会生活を営む

ことができるようになる人が多く、これまで家庭の中で抱え込ん

でいた負担を軽減することができるだけでなく、すべての人々に

保障されるべき自己実現の観点から、少しでも多くの人が社会で

円滑に活躍できるようになることは、地域社会としても大きな財

産となると考えられる。 

 現状としては、「発達障害とは何か」ということに対する十分な

理解が社会的に得られておらず、その発見が遅れたり、発見して

もそのことが家族等に受け入れられず、関係者において十分な対

応がされないという状況が多く見受けられる。特に教育現場にお

いては、2002 年の時点ですでに通常学級在籍児の 6.3%に発達障害

が疑われるとされており（2002 年文部科学省調査）、その対応は

非常に重要となっている。 

 発達障害の早期発見と十分な支援のためには、家庭のみならず、

保健機関や保育所・幼稚園から学校や福祉関係機関等に情報をつ

なぎ、適切な対処を切れ目なく行うことや、病院等医療機関との

連携が対策として重要である。すなわち、各関係主体の基本役割

参考資料　高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告
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を認識し、情報の共有と相互連携によるネットワークづくりを通

して、全ての子どもに望ましい発達を支援する体制づくりを本調

査研究の目的とする。 

高岡市では、心身障害児総合通園センターきずな学園において

長年にわたり障害のある子どもの療育に努めており、この施設の

今後の活用を含めた「高岡型発達障害支援の指針」を示すものと

したい。 

 なお、本調査研究では、発達障害の早期発見、早期対処に主眼

をおくことから、発達障害の乳幼児から小中学生までを主な対象

とする。 

 
２．ネットワーク構築の基本的な考え方 

①基本理念 
 「障害の有無を問わず、すべての子どもの望ましい発達を支援

する」という理念を明確にする。 
②ネットワークによる支援体制の構築 
 子どもの生活にはさまざまな場面があることから一つの部署で

対応するというのではなく、ネットワークを形成し、情報を共有

しながら、一貫したシステムで支援する。 
③すべての子どもを支援できる仕組みの構築 
 障害のある子どもに配慮する仕組みを構築することは、障害の

ある子どもだけではなく、すべての子どもに合った対応や支援に

つながるものである。 
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３．高岡市における現状と課題 

①妊娠期・乳幼児期の児への関わりについて 
   少子化や核家族化、育児不安を持つ保護者の増加、生活習

慣の多様化等社会環境が変化している中で、親と子の心と身

体の健康の保持増進を支援する観点から、健康増進課では、

妊娠届出時の相談や新生児及び乳児家庭の全戸訪問の実施、

乳幼児の健康診査等、すべての子どもと保護者に対応し、発

達障害の予防または早期発見に努めている。継続した支援が

必要な場合は、保健・医療・福祉の関係機関と連携を図り適

切な対処を切れ目なく行うことが必要である。 

 

②保育園や幼稚園について 
集団に馴染めない子どもが増加してきており、対応できる

保育士や教師が少ないため、発達障害の児童が在籍するクラ

スは活動が止まるなど、その他の子どもたちへの影響も大き

い。このため、現場に発達支援のできる人材の配置が望まれ

るが、まず、発達障害を十分に理解し、研修を積んだ人材を

育成する必要がある。 
 
③きずな学園について 

医療と福祉を結びつけた療育（きずな方式）と、地域支援の

一環として「児童デイサービス事業」及び「巡回支援事業」が

行なわれているとともに、他の主体（健康増進課で行われてい

る幼児保健相談等）との連携が図られている。 
しかし、近年、発達障害と診断され、療育を必要とする児童

の急増に伴い、きずな学園の受診数が増加し、初診までの時間

参考資料　高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告
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が掛かる。また、それに伴い療育（児童デイサービス）の対象

者も増加している。そのためサービスを受けたくてもきずな学

園の規模の拡充を図らない限り、発達障害児に対するサービス

が提供できず、十分な生活訓練ができなくなってきている。 
 
④乳幼児期から就学時、学校への「つなぎ」 

健診や幼児保健相談で発達が気になる、あるいは発達障害が

疑われるとされた児童に対しては、健康増進課が（親からの相

談も含め）対応にあたり、きずな学園等の専門機関につないで

いる。また、保育所・幼稚園等の巡回相談において発達が気に

なる、あるいは発達障害が疑われる児童についても同様にきず

な学園の療育につないでいる。きずな学園につながれ、療育を

受けた児童については、療育の経過、指導方法、対応の仕方な

どをまとめた指導要録が各入学指定校に送付される。詳細に記

入された指導要録はどのように活用はされているのか不明な

点がある。保育所・幼稚園にもどのように使われるかわかるよ

うにすることが、情報の伝達には必要ではないか。また、問題

を抱えた児童の担任になった教諭は対応の仕方が分からず、悩

む教員も多くいる。 
 

⑤学校教育の現場について 
小中学校の各教室には、発達障害などがあり学習や活動にお

いて他の児童生徒と同じように活動できないばかりか、その行

動や発言などにより全体の活動を妨げている場合が少なくな

い。 
また、発達障害がある児童生徒に対して、教師は様々な違い
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に個別に対応する必要があることから大変苦慮している。 
小中学校では、特別支援学校に配置されている特別支援教育

コーデイネーターに助言を求める制度がある。しかし、小中学

校がこの助言制度を活用するところは少ない。また、スタデイ

メイトやスタデイメイト・ジュニアを小中学校に派遣する制度

もある。小中学校からの派遣要望は大変多いが、人材確保や、

支援内容の多様化から適切な人材配置等に課題があり、発達障

害に対する人的支援は不十分である。 
今後、保護者や校外の関係機関などと連携を図ることと、教

師が発達障害について研修を積み、個々の児童生徒に応じて対

応できるよう指導技術の向上に努める必要がある。 
 
⑥子どもの健全な発達を阻害する深刻な家庭や社会環境に問題

があるケースへの対応 
きずな学園、保育所・幼稚園、学校、児童相談所、市社会福

祉課、厚生センター、健康増進課等、発達障害に対する支援を

行う関係機関は、それぞれの立場で熱心な取組みはされている

が、お互いの役割がよく理解されておらず、協力して対応して

いく必要がある。 
 
⑦一般市民への啓発活動 

発達障害について、まだ理解が十分でないため（どのように

接すればいいのか分からない等）市民に対し、発達障害につい

て啓発活動を行ない、理解者を増やしていく必要がある。 
 
 

参考資料　高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告
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⑧敷居の低いアクセスポイント 
きずな学園や、子ども発達支援室（仮称）にいきなり相談す

るのは保護者にとってハードルが高い。保護者が発達が気にな

る、あるいは発達障害を発見してもそのことが家族等に受け入

れられず悩む場合など、気軽に相談できる敷居の低いアクセス

ポイントを設け、専門組織へうまくつなぐネットワークづくり

が必要である。 
 
４．高岡市および関係主体が取り組むべき施策と今後の方向性

（案） 

高岡市および関係主体が取り組むことが望ましい施策とその方

向性について、平成 23 年度中、平成 24 年度、長期継続等、実施

時期等を明確にしつつ記述する。 
【今までの取り組み】資料：ライフステージに応じた高岡市の発

達障害児支援の状況 
 
【平成 23 年度に新規で行うもの】 
○巡回訪問支援の対象者を、これまで（保育園・幼稚園・子育て

支援センター）に加え、放課後児童育成クラブ（学童保育）に

まで広げる。 
 
【平成 24 年度から 25 年度】 
○発達障害支援ネットワークにおけるコーディネイトの中心とな

る組織と役割について 
発達障害支援に密接に関わっているきずな学園に「子ども発達

支援室（仮称）」を新設し、新たに職員として教育職が加わり、
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就学前の発達支援情報を小学校につなぎ、対象となった児童が

入学するにあたり担当教諭と連携し、スムーズに学校生活を送

れるようにする。また、随時小学校に訪問して、状況把握し、

常に情報を「子ども発達支援室」にフィードバックしながら関

係者（担当教諭・特別支援学校や県教育委員会のコーディネー

ター等と協力）で協議する。また、巡回支援の対象を小中学校

にまで広げることや、相談支援のほか、人材育成プログラムを

作成する。 
 
○発達障害の相談窓口の明確化について 
 発達障害に関する専門的な相談窓口は、基本的には子ども発達

支援室と健康増進課で行う。寄せられた相談については最終的

に子ども発達支援室で継続的な支援ができるようにする。専門

的な対応と併せて、ライフステージごとに、保護者にとって、

「敷居の低いアクセスポイント」を設け、それをわかりやすく

伝える。 
 
 ・0 歳から 3 歳まで（乳幼児期）  

健康増進課・厚生センター（乳児健診、幼児発達相談等を通

じた身近な窓口） 
   
 ・3 歳から就学前まで（保育所、幼稚園等への通園期間） 

保育所・幼稚園・健康増進課・厚生センターが窓口となり、

健康増進課、子ども発達支援室等の相談事業に繋げ、必要に

応じ療育を受けられるようにする。 
 

参考資料　高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告
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  ・小学校入学から中学校卒業まで（学齢期） 
まずは学校（担任・コーディネーター・教頭等）に相談する。

学校を通じ、子ども発達支援室、特別支援学校の特別支援教

育コーディネーターや富山県西部教育事務所配置の特別支援

教育指導員と協力連携し対応する。 
 

○法改正を踏まえたきずな学園の方向 
 児童福祉法の改正に伴い、きずな学園は、平成 24 年 4 月から

児童発達支援センター（福祉型及び医療型）となり、児童発達

支援に特化した機関になる。また、発達障害に関する総合的な

支援を行い、ワンストップ機能を持つ巡回訪問支援や障害福祉

サービスに関する計画作成も行う施設となる。 
  
○きずな学園と病院・診療所（小児科）との連携・協力 
 療育の開始までの診療について、きずな学園の医療部門で診察

まで時間がかかる現状があるため、専門的分野の小児科がいる

病院、診療所（小児科）と連携協力し、発達支援サービスに繋

げる。 
 
○就学前（療育へのつなぎ）から学齢期への「つなぎ」の円滑化 

・健康増進課における幼児保健相談事業の内容の充実を図り、

発達障害等の疑いがある児童の早期発見に努め、親も含めた

相談事業を展開する。 
 
 ・各保育所、幼稚園では発達障害をかかえる児童の対応につい

て健康増進課や子ども発達支援室と連携を取りながら、児童
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の発達を促す対応に努める。 
 
 ・子ども発達支援室が中心となり、今までの経過情報を共有化

し、まとめたものを入学する学校につなぎ、就学した後も訪

問等を行い、経過観察を行う。 
 
○学校現場（教育委員会）における発達支援の現状と課題 
 発達支援ネットワーク研究会を継続し、学齢期における現状を

調査し、課題を明確にし、対応策を考える。（対応の仕方につい

て事例研究し、対応方法についてまとめる。） 
 
○小・中学校と富山県西部教育事務所、高岡支援学校、こまどり

支援学校との連携・協力 
子ども発達支援室に教職員を配置することにより、福祉と教育

とのつなぎの役割を担い、より密接な連携・協力によりスムー

ズな対応に努める。 
 

○地域における発達支援のための人材育成 
 きずな学園が長年培ってきた療育方法（きずな方式の人材育成

プログラムを作成）を中堅保育士・教諭に研修し、各保育園や

幼稚園で発達障害を抱えた児童の対応にあたる中心的な役割を

果たす人材を養成する。また、研修会や事例検討会などの実施

により、専門スタッフの人材育成を図る。 
 
○発達障害の理解を深めるための取組みについて 
 発達障害児を抱えている家族のための支援ガイドブックの作成

参考資料　高岡市発達障害支援ネットワーク研究会中間報告
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や、市民向けに発達障害への理解と支援に関するリーフレット

を作成する。 
 
○きずな学園と子ども発達支援室の過重な負担の軽減 
 きずな学園と子ども発達支援室は高岡市における発達支援にお

いて、これまで以上に中心的な機能を担うことになるが、現状

の過重な負担のままでは、かえってネットワーク全体が機能し

なくなってしまう。そこで、各主体の工夫により、きずな学園

と子ども発達支援室の過重な負担の軽減を図る。 
 
【26 年度以降】 
○高岡市発達支援システムの試行 
 発達障害の疑いのある児童に対して、関係機関がどのように対

応しているか対応の経過や現状が分かるように、関係機関 IT に

よる情報ネットワークを構築し、支援児童の情報を最終的に子

ども発達支援室で切れ目のない支援が行われるようにする。 
 
【継続事業】 
・きずな学園と病院・診療所（小児科）との連携・協力 
・就学前（療育へのつなぎ）と学齢期への「つなぎ」の円滑化 
・学校現場（教育委員会）における発達支援の現状と課題 
・小・中学校と富山県西部教育事務所、高岡支援学校、こまどり

支援学校との連携・協力 
・地域における発達支援のための人材育成 
・発達障害の理解を深めるための取組み 
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家庭 一時預かり・遊び場 市長部局

親・親族 近所の人 町内会長 施設職員  健康増進課（保健センター）

（家族内） 他の子の親等 民生委員 保育士
保健師・医師・心理相談員・保育士・

看護師・歯科衛生士

気
づ
き

○朝起床時か
ら夜就寝時ま
で最も身近に
いる
○最も愛情を
もって接してい
る

○育児経験が
少ないと、障害
に気づきにくい

○他の子ども
と一緒に遊ぶ
中で周囲の
大人が気づく

○近所の親
（保護者）との
子育てに関す
る会話を通じ
て、子どもの
発達に関する
情報を与える
ことができる

○子どもたちの集団
での遊びを観察
○子育て支援セン
ター・児童館・児童セ
ンター・子育てサロン
などで遊び場を提供
する
　・親と子どもの遊び
や関わりを観察する
　・育児不安等への
相談を受け、助言す
る
　・育児に関する子育
て情報の収集や提供
をする
　・親同士の仲間作り
の支援をする

○健康診査（家族からの主訴、スタッフか
らの気づき）
　・３か月児健診・乳児一般検診から精神
発達の遅れを把握する
　・１歳６か月児健診（発語・言語理解・行
動・こだわり・対人関係）
　・３歳児健診（言語・会話・行動・こだわ
り・社会性・対人関係・理解）
○保育園から発達の遅れについて健診
前に連絡を受ける
○保育園の巡回相談・指導の際に児の
発達の遅れについて気づいたり、相談を
受ける
○医療機関から発達の遅れについて連
絡をもらう
○総合健診相談・電話相談で家族からの
相談を受ける
○訪問指導で把握する

対
応
・
課
題

○「ふれあい
遊び」、「静的
弛緩誘導法」
の紹介と家庭
での実践の
勧め（障害者
福祉ボラン
ティア）

　 ○関係機関等と連
携し、相談体制の
充実に努める

○健康診査（１歳６か月児健診・３歳児健
診）
　精神発達の経過観察が必要とされた児
に対し、保健師が家庭訪問や相談を行
い、発達の遅れが疑われる児の保護者
に「幼児保健相談」等を紹介し、相談につ
ないだり、適切な関わり方の助言を行っ
ている。

○保育園からの連絡
　保育園からの事前情報を健康診査の
問診・指導に活用し、心理相談や診察等
が必要な場合「幼児保健相談」に繋いだ
り、適切な関わり方の助言を行っている。

○保育園巡回指導
　依頼のあった保育園に巡回相談・指導
を実施し、児の発達の確認と関わり方の
助言を行っている。

○医療機関からの連絡
　保健師が訪問等を行い、心理相談や診
察等が必要な場合「幼児保健相談」や
「きずな学園」等の紹介を行ったり、適切
な関わり方の助言を行っている。

○総合健康相談・電話相談
　必要に応じて「幼児保健相談」に繋いだ
り、適切な関わり方の助言を行っている。

○０歳
・育てにくい印象が
ある
・手がかからなさす
ぎる印象がある
・発達の順序が狂う
・対人関係がおかし
い

○１～２歳
・言葉の乱れ
・多動
・対人関係の遅れ

○３歳以降
・言葉の遅れ
・興味の偏りやこだ
わり
・対人関係や社会性
の遅れ
・新しいことや変化
への不安を示し、状
況の理解ができな
い
・感覚過敏や鈍麻、
独特の嗜好
・多動、不注意、衝
動性
・協調運動が苦手で
手先が不器用
・特定の学習能力だ
けが特に劣っている

①
 
０
歳
～
６
歳
未
満

（
保
育
園
・
幼
稚
園
に
未
通
園
の
場
合

）

ラ�フサ���に応じた発達障害への気づきと�主体の対応① 

地域

　

（１） 84
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病院等 都道府県

医師 特別支援教育センター 厚生センター・児童相談所 発達障害者支援センター等

（看護職） 西部教育事務所
医師、精神科医（嘱託）、保健

師、児童福祉司、等
児童精神科医（嘱託）、精神保健福祉
士、相談支援専門員、保育士、等

○ほかの病気
で病院を訪ねる
・疾患の診療
・個別乳幼児健
診
・予防接種
・発達相談

○診察時の様
子、行動にて気
づく

○未就園児：３
か月児健診、１
歳６か月児健
診、子育て支援
センター、子育
てサークル

＜厚生センター＞
○乳幼児発達健康診査
○来所相談
○電話相談
○訪問
○養育医療相談
・保護者から子どもの発
達で気がかりな点につ
いて相談を受ける。
・関係機関からの紹介
により保護者から相談を
受ける。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発
達障害の問題が背景に
あるケースについて対
応していく。

○都道府県知事は発達障害
者支援センター等を通じて、全
般的に支援業務を行う（相談
業務など）
○電話相談
○来所相談
○医療相談

○発達経過観
察
○通院治療
○薬物療法
○確定診断

発達フォローが
できるよう、助
言ができるよう
に診療時間をつ
くる。乳児、幼児
では、月令、年
令で対応を変え
る必要がある
が、専門医療機
関へなかなか
紹介できない
（予約が取りにく
い等）。

○未就園児：検
診後のフォロー
アップ、総合教
育センターや地
区相談会での
相談

＜厚生センター＞
○個別の相談支援
（訪問、来所）
○発達支援
○養育支援
・発達の支援について
助言する。
・必要時は専門医を紹
介する。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発
達障害の問題が背景に
あるケースについて対
応していく。必要に応じ
て関係機関と連携。

○相談支援
○発達支援
○医療相談（確定診断）
○集団指導
○保護者サロン（ピアサポート）
○子育て支援講座
○普及・啓発
○専門職への研修・技術支援

都道府県

（１）

参考資料　ライフサイクルに応じた発達障害への気づきと
　　　　　　　各主体の対応
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家庭 保育所・幼稚園  市長部局

親・親族 近所の人 町内会長 保育士  健康増進課（保健センター）

（家族内） 他の子の親等 民生委員 幼稚園教諭
保健師・医師・心理相談員・保育士・

看護師・歯科衛生士

気
づ
き

○朝起床時か
ら夜就寝時ま
で最も身近に
いる
○最も愛情を
もって接してい
る

○育児経験が
少ないと、障害
に気づきにくい

　

○他の子ども
と一緒に遊ぶ
中で周囲の
大人が気づく

○近所の親
（保護者）との
子育てに関す
る会話を通じ
て、子どもの
発達に関する
情報を与える
ことができる

○子どもたちの集団で
の遊びを観察（より専門
的な立場から）
○一人一人の子どもの
発達過程や心身の状
態を把握し理解していく
○子どもが安心して生
活できる適切な環境に
配慮する
○子どもの状況に応じ
た観点から家庭や関係
機関と連携した個別の
支援計画を作成する。
○ことばの未発達、会
話のズレ、排泄の未確
立、じっとしていられな
い、しつこさやこだわり
の強さなどから気づく。

○健康診査（家族からの主訴、スタッフか
らの気づき）
　・３か月児健診・乳児一般検診から精神
発達の遅れを把握する
　・１歳６か月児健診（発語・言語理解・行
動・こだわり・対人関係）
　・３歳児健診（言語・会話・行動・こだわ
り・社会性・対人関係・理解）
○保育園から発達の遅れについて健診
前に連絡を受ける
○保育園の巡回相談・指導の際に児の
発達の遅れについて気づいたり、相談を
受ける
○医療機関から発達の遅れについて連
絡をもらう
○総合健診相談・電話相談で家族からの
相談を受ける
○訪問指導で把握する

対
応
・
課
題

　 ○「ふれあい
遊び」、「静的
弛緩誘導法」
の紹介と家庭
での実践の
勧め（障害者
福祉ボラン
ティア）

　 ○家庭との連携を密
にし、保護者との相互
理解を図り適切な対
応をする
○専門機関との連携
を図り、必要な助言
等を得る
○ことばの未発達に
対しては、言葉がけを
多くするなどを心がけ
る。

○健康診査（１歳６か月児健診・３歳児健
診）
　精神発達の経過観察が必要とされた児
に対し、保健師が家庭訪問や相談を行
い、発達の遅れが疑われる児の保護者
に「幼児保健相談」等を紹介し、相談につ
ないだり、適切な関わり方の助言を行っ
ている。

○保育園からの連絡
　保育園からの事前情報を健康診査の
問診・指導に活用し、心理相談や診察等
が必要な場合「幼児保健相談」に繋いだ
り、適切な関わり方の助言を行っている。

○保育園巡回指導
　依頼のあった保育園に巡回相談・指導
を実施し、児の発達の確認と関わり方の
助言を行っている。

○医療機関からの連絡
　保健師が訪問等を行い、心理相談や診
察等が必要な場合「幼児保健相談」や
「きずな学園」等の紹介を行ったり、適切
な関わり方の助言を行っている。

○総合健康相談・電話相談
　必要に応じて「幼児保健相談」に繋いだ
り、適切な関わり方の助言を行っている。

ラ�フ����に応じた発達障害への気づきと�主�の対応②

○０歳
・育てにくい印象が
ある
・手がかからなさす
ぎる印象がある
・発達の順序が狂う
・対人関係がおかし
い

○１～２歳
・言葉の乱れ
・多動
・対人関係の遅れ

○３歳以降
・言葉の遅れ
・興味の偏りやこだ
わり
・対人関係や社会性
の遅れ
・新しいことや変化
への不安を示し、状
況の理解ができな
い
・感覚過敏や鈍麻、
独特の嗜好
・多動、不注意、衝
動性
・協調運動が苦手で
手先が不器用
・特定の学習能力だ
けが特に劣っている

地域

②
 
０
歳
～
６
歳
未
満

（
保
育
所
・
幼
稚
園
な
ど
に
通
園
の
場
合

）

　

（２）
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病院等 障害児通園施設 都道府県

医師 特別支援教育センター 厚生センター・児童相談所 発達障害者支援センター等

（保健師） 西部教育事務所
医師、精神科医（嘱託）、保健

師、児童福祉司、等
児童精神科医（嘱託）、精神保健福
祉士、相談支援専門員、保育士、等

○ほかの病
気で病院を訪
ねる
・疾患の診療
・個別乳幼児
健診
・予防接種
・発達相談
・園医（医師
会）として
年２回の健
診、相談を受
ける。

○巡回指導で気に
なる子や対応の難
しい子を発見（保
育園、幼稚園、幼
児保健相談）。子
育て支援センター
ではきづきにくい
が、母親の育児上
の悩み（内容）によ
り。

○保護者への
教育相談や教
員への研修を
通じて、早期発
見を支援

○幼稚園・保育
園：集団の場面
（集団に参加で
きない、友達と
のトラブル多
い、ルールの理
解が難しい、感
覚が過敏等）

＜厚生センター＞
○乳幼児発達健康診査
○訪問
○養育医療相談
○育成医療相談
・保護者から子どもの発
達で気がかりな点につ
いて相談を受ける。
・関係機関からの紹介に
より保護者から相談を受
ける。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発
達障害の問題が背景に
あるケースについて対
応していく。

○都道府県知事は発達障害
者支援センター等を通じて、全
般的に支援業務を行う（相談
業務など）
○電話相談
○来所相談
○医療相談

○発達経過
観察
○通院治療
○薬物療法
○確定診断

保育園、幼稚
園の様子を
聞きながら、
必要なら発達
相談、follow
をする。

＜課題＞
○園で困って
いる様子を相
談できる時間
が少ない
○園との連携
がとれない
（相談が少な
い）

○発見後のケアを行
う

○保育園、幼稚園で
は、二次障害が生じな
いように正しく理解する
ことや配慮された保育
を実践してもらうよう実
際指導とカンファレンス
を実施。また、望ましい
保護者支援のあり方も
アドバイスする。経過を
みながら、幼児保健相
談やきずな学園につな
げるよう、幼保を支援
する。子育て支援セン
ターでは、育児相談の
アドバイスや母親の悩
みに応じた支援機関に
つなぐこともアドバイス
し、相談機関のスキル
アップを図るよう心が
けている。

○幼稚園・保育
園：保護者との連
携（園長先生や副
園長先生を中心
に）、園長先生の
リーダーシップの
もと、園内で共通
理解をし、全員で
支援を行う

＜厚生センター＞
○相談支援
（訪問、来所）
○発達支援
○養育支援
・発達の支援について助
言する。
・必要時は専門医を紹
介する。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発
達障害の問題が背景に
あるケースについて対
応していく。必要に応じ
て関係機関と連携。

○相談支援
○発達支援
○医療相談（確定診断）
○集団指導
○保護者サロン（ピアサポート）
○子育て支援講座
○普及・啓発
○専門職への研修・技術支援

都道府県

専門的支援者

（２）

参考資料　ライフサイクルに応じた発達障害への気づきと
　　　　　　　各主体の対応
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家庭 小学校  市長部局

親・親族 近所の人 町内会長 小学校校長  健康増進課（保健センター）

（家族内） 他の子の親等 民生委員 小学校教諭 保健師

気
づ
き

○最も愛情を
もって接してい
る

○育児経験が
少ないと、障害
に気づきにくい

　

○他の子ども
と一緒に遊ぶ
中で周囲の
大人が気づく

○近所の親
（保護者）との
子育てに関す
る会話を通じ
て、子どもの
発達に関する
情報を与える
ことができる

○幼稚園、保育園との
連絡会
○子どもたちの集団で
の学習や日常の態度を
観察
○校内特別支援教育
推進委員会、特別支援
教育コーディネーター観
察
○スクリーニングテスト
の実施が可能（必要と
判断した場合）
→医療機関につなげら
れる
○健康診断
○知能検査
○県特別支援教育コー
ディネーター巡回要請

○総合健康相談や訪問指導等の保
健事業で相談を受ける

対
応
・
課
題

　 ○（様々な困
難や問題行
動について）
辛さの聞き取
りと寄り添い。
保護者支援。
親子での楽
器遊びなどの
実践（障害者
福祉ボラン
ティア）

　 ○幼稚園、保育園と
の連携協力

○通級による指導

○特別支援学級（学
校）による指導

○校内特別支援教育
推進委員会

○人員配置
・特別支援教育コー
ディネーター
・スクールカウンセ
ラー
・スタディメイト
・スタディメイトジュニ
ア

○県特別支援教育
コーディネーター指導
要請

○相談支援
　保健師が家庭訪問や相談を行い、
発達の遅れが疑われる児の保護者
に専門機関を紹介し、相談につない
だり、適切な関わり方の助言を行って
いる。

○落ち着きがなく
授業に参加できな
い
○注意がそれや
すい
○集団行動がと
れない
○多動性、衝動性
があり、反抗的な
行動が出る
○「読む」「書く」
「計算する」等の
能力が極端に苦
手

○全体として問題
が顕在化

○小学校低学年
までが「教育上の
臨界期」

③
 
６
歳
～
９
歳

（
小
学
校
１
～
３
年
生

）

ライ��イクルに応じた発達障害�の気づきと��体の対応③

地域

　

（３）
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病院等 都道府県

医師 特別支援教育センター 厚生センター・児童相談所 発達障害者支援センター等

（保健師） 西部教育事務所
医師、精神科医（嘱託）、
保健師、児童福祉司、等

児童精神科医（嘱託）、精神保健福祉
士、相談支援専門員、保育士、等

○ほかの病
気で病院を
訪ねる
・疾患の診療
・予防接種
・校医（医師
会、小児科
医）として
年１回の健
診、相談

○保護者への教育相談や教
員への研修を通じて、早期発
見を支援

○小学校（着席できない、先
生の話が聞けない、片付けら
れない、感情のコントロール
ができない、勝ち負けのこだ
わり、よくトラブルを起こす、
登校渋りが見られる、など）
※年齢が高くなるにつれ、二
次障害の心配が強くなる

＜厚生センター＞
○来所相談
○電話相談
・保護者から子どもの
発達で気がかりな点
について相談を受け
る。
・関係機関からの紹
介により保護者から
相談を受ける。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で
発達障害の問題が背
景にあるケースにつ
いて対応していく。

○都道府県知事は発達障害者
支援センター等を通じて、全般
的に支援業務を行う（相談業務
など）

○診察時の
様子、行動
が、明らかに
なってくるこ
とが多いの
で相談、助
言をする。必
要なら専門
機関へ紹介
する。

＜課題＞
校医ではあ
るが、学校
からの相談
はない

○相談支援体制の整備
○巡回相談の実施
○個別指導計画の作成、
支援

○小学校
　・保護者との連携（担任、
管理職、特別支援コーディ
ネーター）、本人について
の情報収集をし整理する。
特別支援コーディネーター
を中心にケース会議を行
い、共通理解を図る。
　・関係機関との連携。学
年会で話し合ったり、校内
委員会で話し合ったりし、
具体的な目標、支援内容
を明確にし、支援体制を整
える。校内委員会で話し
合っても改善が見られない
場合は、関係機関と連携・
協力する。
　・「個別の指導計画」。「個
別の教育支援計画」を作
成し、支援に活用する。

＜厚生センター＞
○相談支援
（訪問、来所）
○発達支援
・発達の支援につい
て助言。
・必要時は当センター
嘱託医（精神科医）の
診察や専門医療機関
を紹介する。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で
発達障害の問題が背
景にあるケースにつ
いて対応していく。必
要に応じて関係機関
と連携。

○相談支援
○発達支援
○子育て支援講座
○普及・啓発
○専門職への研修・技術支援

都道府県

（３）

参考資料　ライフサイクルに応じた発達障害への気づきと
　　　　　　　各主体の対応
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家庭 小学校  市長部局

親・親族 近所の人 町内会長 小学校校長  健康増進課（保健センター）

（家族内） 他の子の親等 民生委員
小学校教諭

スクールカウンセラー等 保健師

気
づ
き

○最も愛情を
もって接してい
る

○育児経験が
少ないと、障害
に気づきにくい

　

○他の子ども
と一緒に遊ぶ
中で周囲の
大人が気づく

○近所の親
（保護者）との
子育てに関す
る会話を通じ
て、子どもの
発達に関する
情報を与える
ことができる

○子どもたちの集団
での学習や日常の態
度を観察
○校内特別支援教育
推進委員会、特別支
援教育コーディネー
ター観察
○スクリーニングテス
トの実施が可能（必要
と判断した場合）
→医療機関につなげ
られる

○健康診断
○知能検査

○県特別支援教育
コーディネーター巡回
要請

○総合健康相談や訪問指導等の保
健事業で相談を受ける

対
応
・
課
題

　 ○（様々な困
難や問題行
動について）
辛さの聞き取
りと寄り添い。
保護者支援。
親子での楽
器遊びなどの
実践（障害者
福祉ボラン
ティア）

　 ○通級による指導

○特別支援学級（学
校）による指導

○校内特別支援教育
推進委員会

○人員配置
・特別支援教育コー
ディネーター
・スクールカウンセ
ラー
・スタディメイト
・スタディメイトジュニ
ア

○県特別支援教育
コーディネーター指導
要請

○中学校との連携

○相談支援
　保健師が家庭訪問や相談を行い、
発達の遅れが疑われる児の保護者
に専門機関を紹介し、相談につない
だり、適切な関わり方の助言を行って
いる。

○二次障害（情緒
的なこじれ）の発
現
・行為障害
・うつ
・破壊的行動障害
・反抗挑戦性障害
など

○全体として、学
校不適応・心身症
などの問題が顕
在化

④
 
１
０
歳
～
１
２
歳

（
小
学
校
４
～
６
年
生

）

ライ��イクルに応じた発達障害�の気づきと��体の対応④

地域

　

（４）
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病院等 都道府県

医師 特別支援教育センター 厚生センター・児童相談所 発達障害者支援センター等

（保健師） 西部教育事務所
医師、精神科医（嘱託）、保健師、児

童福祉司、等
児童精神科医（嘱託）、精神保健福祉士、

相談支援専門員、保育士、等

○ほかの病
気で病院を
訪ねる
・疾患の診
療
・予防接種
・校医として
の年１回の
健診、相談
・診療の様
子、行動で
の気づき

○保護者への教育相談
や教員への研修を通じ
て、早期発見を支援

○小学校（着席できな
い、先生の話が聞けな
い、片付けられない、感
情のコントロールができ
ない、勝ち負けのこだわ
り、よくトラブルを起こ
す、登校渋りが見られ
る、など）

※年齢が高くなるにつ
れ、二次障害の心配が
強くなる

＜厚生センター＞
○来所相談
○電話相談
・保護者から子どもの発達
で気がかりな点について
相談を受ける。
・関係機関からの紹介によ
り保護者から相談を受け
る。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発達
障害の問題が背景にある
ケースについて対応してい
く。

○都道府県知事は発達障害
者支援センター等を通じて、全
般的に支援業務を行う（相談
業務など）

○必要であ
れば、専門
医療機関へ
つなぐ

※問題とな
る行動が明
らかになっ
てきており、
高学年に
なってから
の対応は時
間がかか
る。この年
齢になる前
に対応が必
要。

○相談支援体制の整備
○巡回相談の実施
○個別指導計画の作成、支
援
○個別の教育支援計画の作
成、支援
○特別教育支援コーディネー
ターの派遣

○小学校：
　・保護者との連携（担任、管
理職、特別支援コーディネー
ター）、本人についての情報
収集をし整理する。特別支援
コーディネーターを中心に
ケース会議を行い、共通理解
を図る。
　・関係機関との連携。学年
会で話し合ったり、校内委員
会で話し合ったりし、具体的
な目標、支援内容を明確に
し、支援体制を整える。校内
委員会で話し合っても改善が
見られない場合は、関係機関
と連携・協力する。
　・「個別の指導計画」。「個別
の教育支援計画」を作成し、
支援に活用する。

＜厚生センター＞
○相談支援
（訪問、来所）
○発達支援
・発達の支援について助
言。
・必要時は当センター嘱託
医（精神科医）の診察や専
門医療機関を紹介する。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発達
障害の問題が背景にある
ケースについて対応してい
く。必要に応じて関係機関
と連携。

○相談支援
○発達支援
○医療相談（確定診断）
○集団指導
○保護者サロン（ピアサポート）
○子育て支援講座
○普及・啓発
○専門職への研修・技術支援

都道府県

（４）

参考資料　ライフサイクルに応じた発達障害への気づきと
　　　　　　　各主体の対応
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家庭 中学校  市長部局

親・親族 近所の人 町内会長 中学校校長  健康増進課（保健センター）

（家族内） 他の子の親等 民生委員 中学校教諭 保健師

気
づ
き

○最も愛情を
もって接してい
る

　

○他の子ども
と一緒に遊ぶ
中で周囲の
大人が気づく

○近所の親
（保護者）との
子育てに関す
る会話を通じ
て、子どもの
発達に関する
情報を与える
ことができる

○小学校との連絡会
○子どもたちの集団
での学習や日常の態
度を観察
○校内特別支援教育
推進委員会、特別支
援教育コーディネー
ター観察
○スクリーニングテス
トの実施が可能（必要
と判断した場合）
→医療機関につなげ
られる
○健康診断
○知能検査
○県特別支援教育
コーディネーター巡回
要請

○総合健康相談や訪問指導等の保
健事業で相談を受ける

対
応
・
課
題

　 ○他と関わり
ながらの感覚
運動遊びや
楽器遊びによ
るストレス解
消の支援。保
護者支援（障
害者福祉ボラ
ンティア）

　 ○通級による指導

○特別支援学級（学
校）による指導

○校内特別支援教育
推進委員会

○人員配置
・特別支援教育コー
ディネーター
・スクールカウンセ
ラー
・スタディメイト
・スタディメイトジュニ
ア

○県特別支援教育
コーディネーター指導
要請

○小学校との連携

○相談支援
　保健師が家庭訪問や相談を行い、
発達の遅れが疑われる児の保護者
に専門機関を紹介し、相談につない
だり、適切な関わり方の助言を行って
いる。

○学業不振
○いじめ
○不登校
○心身症
○非行
○パニック障害
など

○全体として、組
織や集団への不
適応が顕在化

○思春期以降
・友達がうまくつく
れない
・学業不振
・スポーツが苦手
・整理整頓ができ
ない
・自室にひきこもっ
てパソコンやゲー
ムに耽溺する
・睡眠リズムが乱
れ、昼夜逆転する
・就職しても、人間
関係で躓きやすく
続かない
・併発症としてのう
つ病が出やすい

⑤
 
１
３
歳
～
１
５
歳

（
中
学
校
１
～
３
年
生

）

ライ��イクルに応じた発達障害への気づきと��体の対応⑤

地域

　

（５）
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病院等 都道府県

医師 特別支援教育センター 厚生センター・児童相談所 発達障害者支援センター等

（保健師） 西部教育事務所
医師、精神科医（嘱託）、保健師、児

童福祉司、等
児童精神科医（嘱託）、精神保健福祉
士、相談支援専門員、保育士、等

○ほかの
病気で病
院を訪ね
る
・疾患の診
療
・予防接種
・校医とし
ての年１回
の健診（医
師会、主と
して内科
医）
・診療の様
子、行動で
の気づき

○保護者への教育相談
や教員への研修を通じ
て、早期発見を支援

○中学校（着席できな
い、先生の話が聞けな
い、片付けられない、感
情のコントロールができ
ない、勝ち負けのこだわ
り、よくトラブルを起こ
す、登校渋りが見られ
る、など）

※年齢が高くなるにつ
れ、二次障害の心配が
強くなる

＜厚生センター＞
○来所相談
○電話相談
・保護者から子どもの発
達で気がかりな点につい
て相談を受ける。
・関係機関からの紹介に
より保護者から相談を受
ける。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発達
障害の問題が背景にある
ケースについて対応して
いく。

○都道府県知事は発達障
害者支援センター等を通じ
て、全般的に支援業務を行
う（相談業務など）

○必要で
あれば、専
門医療機
関へつなぐ

※家族の
不安が強く
なってきて
いる。中学
生になる
前の対応
が必要

○相談支援体制の整備
○巡回相談の実施
○個別指導計画の作成、支
援
○個別の教育支援計画の作
成、支援
○特別教育支援コーディネー
ターの派遣

○中学校
　・保護者との連携（担任、管
理職、特別支援コーディネー
ター）、本人についての情報
収集をし整理する。特別支援
コーディネーターを中心に
ケース会議を行い、共通理解
を図る。
　・関係機関との連携。学年
会で話し合ったり、校内委員
会で話し合ったりし、具体的
な目標、支援内容を明確に
し、支援体制を整える。校内
委員会で話し合っても改善が
見られない場合は、関係機関
と連携・協力する。
　・「個別の指導計画」。「個別
の教育支援計画」を作成し、
支援に活用する。

＜厚生センター＞
○相談支援
（訪問、来所）
○発達支援
・発達の支援について助
言。
・必要時は当センター嘱
託医（精神科医）の診察
や専門医療機関を紹介す
る。

＜児童相談所＞
○相談受理した中で発達
障害の問題が背景にある
ケースについて対応して
いく。必要に応じて関係機
関と連携。

○相談支援
○発達支援
○医療相談（確定診断）
○集団指導
○保護者サロン（ピアサポート）
○子育て支援講座
○普及・啓発
○専門職への研修・技術支援

都道府県

（５）

参考資料　ライフサイクルに応じた発達障害への気づきと
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